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中小企業再生支援協議会・事業引継ぎ支援センター・ 
よろず支援拠点の現状について 
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資料４－４ 



○地域の経済活力や雇用確保の担い手である中小企業の再生を支援するため、平成15年に
各都道府県に「中小企業再生支援協議会」を設置。事業再生に向けた相談・助言等を実施。 
 

○再生支援協議会の活動を支援するため、平成19年に「中小企業再生支援全国本部」を設
置。専門家向けの実務研修の実施や協議会への助言等により、中小企業の事業再生を支援。 

1-① 中小企業再生支援事業の概要 

アドバイス 

 
【役割】 
 ①専門家向けの実務研修等の実施や協議  
   会への助言等による活動支援 
 ②高度な案件に関する外部専門家の派遣 
 ③各協議会の活動把握及び評価 
 
【専門家体制】 
 ・プロジェクトマネージャー：２４名 

中小企業再生支援全国本部 
（中小機構） 

【役割】 
 ①事業再生に向けた相談助言 
 ②専門家チーム等による再生計画策定の推進 
 ③債権放棄、ＤＥＳ、ＤＤＳ等の抜本再生支援 
 
 
【専門家体制】 
 ・プロジェクトマネージャー：４７名 
 ・サブマネージャー：２４６名 

再生支援協議会 
（各都道府県） 
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等 

アドバイザリーボード 
（外部評価者の助言等） 



1-② 中小企業再生支援事業の実績  

○バブル崩壊の具現化への対応策として施行された産業活力再生特別措置法に基づき、平 
 成１５年より、中小企業の事業再生支援を開始。 
 

○平成２4年度末の中小企業金融円滑化法の期限到来を迎えるにあたり、平成２４年度か 
 ら２６年度までの３年間は、政策パッケージへの対応という量的支援に集中。平成２７年 
 度からは、債権放棄等による抜本的な再生に向け、一層踏み込んだ質の高い事業再生支援 
 への取り組みを強化。 
 

○平成２７年度に計画策定を完了した１，３１９件のうち、抜本再生支援件数は２０１ 
 件と、前３か年（平均１７７．７件）を上回る成果を達成。平成１５年度の事業開始 
 からの累計相談企業数３．７万社、累計計画策定完了件数１万件超、４８．６万人 
 の雇用維持に貢献。 
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1-③ 中小企業再生支援協議会と他支援機関との連携 

・よろず支援拠点には特に再生案件のつなぎを期待。相談の連携実績63件 [※H27暫定数]   
・地域によっては、経産局が中心となって、再生支援協議会とよろず支援拠点等の支援機 
 関との連携会議を開催し、個別案件の連携支援実績をあげている。 

●連携事例 –よろず支援拠点との連携－ 
 
 
  菓子店A社は、地元食材を利用した洋菓子を開発する等の取り組みを行っていたが、積
極的な営業活動もできず、売上げ低迷が続き、メイン行から協議会に政策パッケージによる
経営改善計画策定支援の要請。 
 
 
 協議会では、経営改善に向けた利益計画、資金計画等の全体計画の策定を支援。併
せて、よろず支援拠点と連携し、商品別の売上状況を把握するとともに、パンフレットの自主
製作や販促エリアを設定したPRの強化など、営業活動のアクションプランを具体化。 
 
  
 協議会支援により、長期借入金をリスケし、財務基盤の安定化を図るとともに、よろず支
援拠点の支援により、売れ筋商品のPR強化や焼き菓子の販売割合増加による生菓子商
品の廃棄ロスの低減など、売上確保と利益率改善に貢献。 
 
 
 
  
  
 

相談のきっかけ 

支援内容 

支援成果 

●連携の状況 
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防医療（経営改善計画策定支援）・ 防医療（経営改善計画策定支援）・ 

防医療（経営改善計画策定支援）・ P 
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防医療（経営改善計画策定支援）・ D 

A C 

（中小企業庁） 
●事業実施方針の作成 

（協議会） 
●一次相談対応 
●再生計画の策定支援 
●抜本再生支援（債権放棄、DES、DDS等） 

（全国本部） 
●各協議会に対する助言・現場支援等 
●専門家派遣 
●セミナー・研修等の実施 
●実務者会合の開催 

（協議会） 
●事業報告書を作成し、自己評価の実施 

（全国本部） 
●活動実績の収集・分析・評価（アンケート調
査等）により、各協議会事業を評価 

（中小企業庁） 
●翌事業年度の事業方針、評価方針に反映 

（協議会） 
●評価結果のフィードバックを受けて、事業改
善、翌事業年度へ反映等 

（全国本部） 
●各協議会への評価に基づく指導・支援 
●経済産業大臣への評価報告 

１-④ 中小企業再生支援事業のＰＤＣＡ 

（全国本部） 
●協議会支援に係る事業実施要領の策定 

（協議会） 
●事業方針に基づく事業計画書の作成 
 ・目標設定：再生計画策定支援件数 
        抜本再生支援件数etc.（自主目標） 

●アドバイザリーボードより全国本部事業や協
議会事業及びその評価結果等に対するチェッ
ク、提言等の授受 



１-⑤ 中小企業再生支援事業の評価 

○平成２７年度の評価において、全４７協議会のうち３８協議会、約８０％が合格水 
  準であるＣ評価以上（評価はＡ～Ｅまでの５段階）で、協議会全体の一定の底上 
  げが図られている（平成２０年度３６．２％→平成２３年度６８．１％）。 
 

○一方で９協議会、約２０％がＤ評価以下で、一層の改善努力が必要。 

平成20年度 平成23年度 平成27年度 

A 4 

36.2% 

3 

68.1% 

8 

80.9% B 5 7 14 

C 8 22 16 

D 15 
63.8% 

12 
31.9% 

8 
19.1% 

E 15 3 1 

＜評価結果の推移＞ 
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○改善にあたっては、関係機関、特に地元地銀をはじめとする地域金融機関との信頼関係 
  の構築及び連携の維持・強化に対する不断の努力が肝要。 
○再生支援は、企業を取り巻く経営環境などを踏まえた取組みが求められるが、比較的景  
 気が堅調な今こそ、債務超過企業の抜本的な経営改善の推進や予備軍企業への不断 
 の経営改善など予防的取り組みの推進が必要。 

１．基本評価項目 
 ①１次・２次対応件数 【達成度評価】 
 ②SM１人当たり対応件数 【効率化評価】 
 ③外部アンケート評点 【外部評価】 
  (金融機関、支援専門家、2次支援完了企業) 
 ④コンプライアンス          ほか 
 
２．加点評価項目【他協議会への模範事例】  
 ①抜本案件掘り起こし 
 ②効果的な広報、PR、研修等 
 ③マネージメント状況        ほか 

＜評価項目＞ 



2-① 事業引継ぎ支援事業の概要  

事業引継ぎ支援センター 

登録機関 

①登録機関 
 ・金融機関や民間仲介業者等がＭ＆Ａをフルサポート 
  ※２８年３月現在、登録機関数（２１９社） 
②専門登録機関（２８年度から新設） 
 ・士業法人等が小規模マッチングに取り組む 
 

事業引継ぎの実現 

 
登録機関に橋渡
し（２次対応） 

 

相談（１次対応） 

事業引継ぎ支援センターの支援スキーム 

 
①よろず支援拠点など 
 ・Ｍ＆Ａ前の磨き上げ（経営改善）等 
②再生支援協議会など 
 ・債務負担の大きい先の抜本再生 
③金融機関・士業・商工会・商工会議所等 
 ・事業承継に関する幅広い相談対応 
 

中小企業支援機関 

譲受企業・譲渡企業 

情報交換・ 
企業紹介 

金融機関等連絡会 

・地域の金融機関等とセンターが定期的に企業情
報の交換やＭ＆Ａに関する情報交換を行う場 
 

センター自ら引継ぎ 
（３次対応） 

        
マッチング以外の業務 

  
①事業承継セミナーの開催  
 ・センター自ら又は支援機関とともに、セミナーを開催。 

②金融機関・士業連絡会の開催 
 ・地域内の金融機関や士業法人等と勉強会や情報交  
 換等を実施（上記「金融連絡会等」）。 

ＤＢに登録 

  閲覧範囲の拡大 
（2８年度から開始） 

○後継者不在の中小企業者等の事業引継ぎを支援するため、平成23年度より事業引継ぎ支援事業を開始。
全国の認定支援機関（商工会議所、産業振興センター等）に「事業引継ぎ支援センター」を設置し、事業
承継に関する幅広い相談対応や、Ｍ＆Ａ等のマッチング等を行う。 

○引継ぎセンターは平成26年度末までに16ヶ所に設置され、平成27年度末をもって全国展開が完了。 
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事業引継ぎの専門家 
（金融機関OB、経験のある税理士等） 

統括責任者、統括責任者補佐、 
専門相談員 計106人 



2-② 事業引継ぎ支援全国本部の概要  

○「中小企業事業引継ぎ支援全国本部」は、平成26年度に設置され、各引継ぎ支援センターに対する助言
等による支援を通じ、後継者不在の中小企業・小規模事業者の事業引継ぎを促進。 

○また、事業引継ぎ支援データベースを構築し、第三者への事業の引継ぎ等を希望する売り手中小企業と、
事業の拡大や新分野の進出のため事業の譲り受けを希望する買い手企業とのマッチングを支援。 

【事業引継ぎ支援事業に係る支援体制】 

事業引継ぎ支援センター 
（各都道府県） 

 

中小企業事業引継ぎ支援全国本部（中小機構） 
・事業引継ぎ支援センターへの助言等 
・事業引継ぎ支援センターの支援レベル強化のための研修及び 
 情報提供 
・事業引継ぎ支援データベースを活用したマッチング支援 
 ※プロジェクトマネージャー４人 チーフアドバイザー１人 

事業を引き継がせたい 
企業 

事業を引き継ぎたい 
企業 

事業引継ぎ 
の相談 

・譲渡企業及び譲受企業間の 
 仲介支援 
・事業引継ぎ契約成立への支援 

事業引継ぎ 
のアドバイス 

【事業引継ぎ支援データベース】 

民
間
支
援
機
関
等 連携 
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アドバイザリーボード 
（外部評価者の助言等） 



2-③ 事業引継ぎ支援事業の実績  
○発足以来、約１万４千社の相談に応じ、５５０件超の事業引継ぎを実現した。 
○ダイレクトメール・ホームページ経由もしくは公的機関等経由の相談で全体の半数を占める。 
○引継ぎ案件の7割が第三者承継であり、また譲渡企業は従業員数10人以下が約70％を占める。 

出所：中小企業引継ぎ支援全国本部 

相談社数 事業引継ぎ件数 

年度 累計 

平成27年度ルート別相談割合（相談全体） 

平成27年度 事業引継ぎ案件の概要 
事業承継の形態 

従業員数 業種 

第三者
承継 
71% 

従業員
承継 
13% 

親族内
承継 
16% 

１～５名
以下 
43% 

６～１０
名以下 
25% 

１１～２
０名以下 

17% 

２１～ 
１００名
以下 
13% 

１０１～ 
2% 

製造業 
19% 

卸・小売業 
20% 

建設工事
業 

11% 

飲食店・宿
泊業 
4% 

運輸業 
2% 

サービス業・
その他 
44% 

譲渡側企業の概要 
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地域の公的
機関 
29% 

DM・HP  
27% 

金融機関 
16% 

セミナー 
6% 

メディア
広告 
4% 

よろず・再協 
2% 

税理士 
2% 

その他 
17% 
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 ・よろず支援拠点からの事業引継ぎ案件を、事業引継ぎ支援センターで対応する等の協 
  力体制を構築。よろず支援拠点からの情報経路は以下のとおり。 
   譲渡希望（売り）37件、譲受希望（買い）17件、その他（親族内手続き等） 
   14件 計68件 
 ・金融機関、商工会議所等との連携も重要な情報経路と位置づけ。 
   商工会議所等からの紹介 864件、金融機関からの紹介 694件  
                               （平成28年4月～11月25日） 
 ●連携事例 –認定支援機関との連携－ 

 
 事業譲渡を検討していたバロ電機工業（広島市）は、広島商工会議所会報誌で広
島県事業引継ぎ支援センターの存在を知り、同センターに相談。 
 
 
 同センターにて企業状況等を精査。特に、株式譲渡以外に個人保有の土地建物の譲
渡、退職金支給等の状況等を同センターで整理し、経営者の事業引継ぎに係る要望等
をヒアリング。その後、登録機関である広島銀行に本案件を橋渡し。 
 
 
 広島銀行で買い手企業である東洋電装（広島市）と引き合わせを行い成約。バロ電
機工業が有する技術と11名の従業員の雇用が確保され、地域経済にも大きく貢献。 
 
 

相談のきっかけ 

支援内容 

支援成果 

●連携の状況 

2-④ 事業引継ぎ支援センターと他支援機関との連携  
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防医療（経営改善計画策定支援）・ 防医療（経営改善計画策定支援）・ 

防医療（経営改善計画策定支援）・ P 防医療（経営改善計画策定支援）・ D 

A C 

（中小企業庁） 
●事業実施方針の作成 
（全国本部） 
●評価方針の作成 

（引継ぎセンター） 
●事業計画書の作成 
 ・目標設定：相談件数、成約件数 
 ・目標達成に向けた具体的な取り組み 
  （案件発掘、広報、マッチング等） 

（引継ぎセンター） 
●相談対応 
●登録民間支援機関への橋渡し 
●センターによるマッチング支援 

（全国本部） 
●各センターに対する助言等 
●PM等、データベース研修 
●事業引継ぎ支援データベースの運営 
●全国会議の開催 

（引継ぎセンター） 
●事業報告書を作成し、自己評価の実施 

（全国本部） 
●活動実績の収集・分析・評価 
●外部専門家で構成されるアドバイザリー
ボードによる事業評価 
・実施状況の把握、評価項目に照らした評価、
改善点の把握 

（中小企業庁） 
●翌事業年度の事業実施方針に反映 

（引継ぎセンター） 
●評価結果のフィードバックを受けて、翌事業
年度の事業計画等に反映 

（全国本部） 
●各センターへの評価に基づく指導・支援 
●経済産業大臣への評価報告 

2-⑤ 事業引継ぎ支援事業のＰＤＣＡ 



2-⑥ 事業引継ぎ支援事業の評価  

○平成27年度の成約件数は、209件（目標達成率95.9%）に達するとともに、約8割
の引継ぎセンターが定量及び定性の評価水準に達した。 

〔平成27年度  引継ぎセンターの評価項目等〕 
①案件対応に関する事項 （定量） 
 相談件数：4,924件 
 成約件数：  209件（目標218件） 
②目標達成に向けた取組（広報、案件発掘、広域マッチング協力）（定性） 
③引継ぎセンター運営（センター運営、コンプライアンス管理状況）（定性） 
 
〔評価結果〕 （評価はＡ～Ｃまでの3段階） 
・評価水準に達成したのは38引継ぎセンター（Ａ評価11件、Ｂ評価27件） 
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○平成27年度は、相談窓口から引継ぎセンターへ昇格した都道府県が多く、これら新た
な引継ぎセンターの体制強化が今後の課題ではあるものの、全国においてＭ&Ａ支援が
行われる環境が整備された。 

 
○今後は、産業競争力強化法の期限である平成29年度、成約件数の目標1,000件に
向けて、さらなる関係機関との連携、引継ぎセンターの運営体制の構築及び人員体制
の強化が必要。 

 また、全国本部は、引き続き、専門家への研修による支援能力の向上をサポート。 
 
 
 
 
 



【役割】 
①拠点の支援スキル等の向上、活動支援 
 （研修、サポーター派遣、専門家の拠点訪問） 

②活動把握及び評価 
 （相談実績管理、満足度調査等） 

③全国組織との連携、拠点事業の広報 
 

【専門家体制】 
・プロジェクトマネージャー等：６名 
・登録サポーター：２０名 
 

よろず支援拠点全国本部（中小機構） 

【役割】 
 ①総合的・先進的な経営アドバイス 
 ②チームの編成を通じた支援 
 ③的確な相談機関の紹介 
 
【専門家体制】 
・チーフコーディネーター：４７名 
・コーディネーター：５１０名 
各拠点に１０～１５名程度の専門家を配置 

よろず支援拠点 （各都道府県） 
中
小
企
業 
・ 
小
規
模
事
業
者 

相談 

アドバイス 

中小企業庁 

連携 

経済産業局 

業務運営等に係
る情報共有 

中小企業再生
支援全国本部 

商工団体 
全国組織 

自治体 
事業引継
ぎ支援セ
ンター 

商工会議
所・商工会 

再生支援 
協議会 

中小企業事
業引継ぎ支
援全国本部 

士業団体 
全国組織 

連携 

○平成26年6月、小規模企業振興基本法の施行後、中小企業・小規模事業者のワンストップ  
 型の総合的な相談窓口として47都道府県に「よろず支援拠点」、中小機構に「よろず支援拠 
 点全国本部」を設置。各拠点は１０～１５名程度の専門家を配置して中小企業・小規模事 
 業者の相談に対応。 
○全国本部は、拠点専門家への様々な研修等を通じて相談能力の向上を図るとともに、拠点の 
 評価と全国組織との連携強化、広報等を行っている。 

3-① よろず支援拠点事業の概要 
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業種組合 
中小企
業団体
中央会 

地域金
融機関 

等 

アドバイザリーボード 
（外部評価者の助言等） 



3-② よろず支援拠点事業の実績 

相談対応件数 来訪相談者数 

課題解決件数 ネットワーク件数（累計） 

○前年度実績との対比で見ると、拠点開設２年目の２７年度の相談対応件数、来訪相談
者数、課題解決件数、ネットワーク構築件数の実績は、前年度実績を大幅に上回り、開設
時の課題であった拠点の認知度向上と地域支援機関等とのネットワーク強化は着実に図られ
てきている。 

 
〔平成26年度〕 
●満足度調査 
（調査対象6,653社） 
 利用満足度84.4% 
 
〔平成27年度〕 
●第1回満足度調査 
（調査対象7,677社） 
  利用満足度84.4% 
 
●第2回満足度調査 
（調査対象12,528社） 
 利用満足度88.5% 

満足度調査結果 
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67,269

165,753

92,820

243,354

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成26年度 平成27年度

目標 実績

60,525

82,944

39,733

77,559

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000
90,000

平成26年度 平成27年度

目標 実績

22,123

42,152

24,712

84,043

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成26年度 平成27年度

目標 実績

3,228

7,453

4,846

9,450

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成26年度 平成27年度

目標 実績



 
 
 原発事故による風評被害で売上が下降し、地元産品「雪下人参」を使用した商品開発を準
備している事業者が資金調達の方法を検討するにあたり、下郷町商工会の経営指導員に紹
介され相談に訪問 
  
 
 資金調達と雪下人参を使用したジュースのPRという２つの課題を同時に解決するツールとして、
新商品の市場評価も同時に確認可能なクラウドファンディングの活用を提案・支援 
 
 
 同商工会とも連携し、原材料の調達ルートも確保、地元 
特産品として「雪中にんじんジュース」を道の駅等で販売中 
 
 
 

●商工会（認定支援機関）との連携事例 

相談のきっかけ 

支援内容 

支援成果 

○各拠点と地域支援機関等と連携協定や日常的・定期的な情報交換を行い、ネットワークを 
 構築している先は9,450件（27年度末） 
○地域支援機関等との連携したセミナーや相談会のほか、地域支援機関等で対応できない 
 相談案件を連携して対応、また、地域金融機関とも取引先の経営改善支援等で連携。 

・地域支援機関等との連携セミナー件数  723件 
・地域支援機関等との連携出張相談会等件数 4,122件 
 （※両件数とも平成28年4月～9月までの実績）  

3-③ よろず支援拠点と他支援機関との連携 
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●連携の状況 

http://ajihiro.jp/item/53/


防医療（経営改善計画策定支援）・ 防医療（経営改善計画策定支援）・ 

防医療（経営改善計画策定支援）・ P 
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防医療（経営改善計画策定支援）・ D 

A C 

（中小企業庁） 
●事業実施方針の作成 
（全国本部） 
●評価方針の作成 

（よろず支援拠点） 
●事業計画書の作成 
 目標設定：相談対応件数、来訪相談者数 
        ネットワーク活動件数、課題解決件数 
 

（よろず支援拠点） 
●売上拡大、事業計画策定、経営改善・ 
事業再生、創業等の相談対応 

（全国本部） 
●各よろず支援拠点に対する助言等 
●サポーター派遣 
●全国研修、ブロック研修等の実施 
●事例集の作成 
 

（よろず支援拠点） 
●事業報告書を作成し、自己評価の実施 

（全国本部） 
●活動実績の収集・分析・評価 
 （アンケート調査等） 
●外部専門家で構成されるアドバイザリー
ボードからの意見徴収 
・実施状況の把握、目標達成度や満足度調査
等を踏まえた評価、改善点の把握 
 

（中小企業庁） 
●翌事業年度の事業実施方針に反映 

（よろず支援拠点） 
●評価結果のフィードバックを受けて、翌事業
年度の事業計画等に反映 

（全国本部） 
●各よろず支援拠点への評価に基づく指導・支援 

3-④よろず支援拠点事業のＰＤＣＡ 



3-⑤よろず支援拠点の評価等 
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○相談対応件数等の活動指標、顧客満足度、各よろず支援拠点からのヒアリングに基づく 
 活動実態等を総合的に勘案し、各よろず支援拠点を評価。 
○評価結果を参考に、全国本部専門家による助言、各拠点の次年度予算配分額への 
 反映。 

●活動指標 
・相談対応件数 
・来訪相談者数 
・課題解決数 
・ネットワーク活動件数 

●顧客満足度 

●活動実態 
・国と全国本部で拠点のヒアリング等 

〔よろず支援拠点の評価項目〕 
 
 全国本部の専門家が各

拠点に助言 

各拠点の次年度予算額
に反映 

 「経営改善など、解決まで多くの労力、時間が必要な支援は、相談件数以外の視点からも評価をしてもらいたい」 
 という意見もある。 

※よろず支援拠点の評価に関する拠点の意見 



3-⑥よろず支援拠点全国本部の取組み 
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○各拠点の専門家のスキル向上を図るため、これまでの全国研修（年2回）やブロック研修 
 （7ブロック×2回）に加え、今年度から中小企業大学校でのＣＯ研修や富士市産業支 
 援センター（f-Ｂiz）等でのＯＪＴ研修を実施中。 

拠点の支援スキルの向上 

○今年度から、全国本部専門家が拠点を訪問した際に、個別相談に同席し、必要な助言を 
 実施。訪問結果は、全国本部専門家会議において国に報告し、拠点のレベルアップに向けた 
 方針等を決定し、次回の拠点訪問時にフィードバック。 

地域の支援機関との連携強化 

○全国本部に関係機関との連携を強化するための専任の専門家を配置。商工会、商工会 
 議所等に加え、商店街振興組合や観光協会等を訪問し、連携を図るとともに、団体の機関 
 紙等でよろず支援拠点のＰＲを依頼。 

よろず支援拠点の「支援の質の向上」 と 「さらなる利用者の増加」を図る 
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